
 

 

 

 

 

 

 

11月11日・12日に、日本年金機構が主催する2024年度「全国年金委員研修」が東京都新宿区の障害年金センタ

ーで開催され、全国の職域型年金委員36名、地域型年金委員40名、計76名の年金委員が参加しました。同時にTV

会議システムによる開催も行われ、全国約3,500名の年金委員が視聴しました。 

 

【11月11日】 

◆開催のごあいさつ 

 開催に先立ち、厚生労働省年金局の巽 慎一年金管理審議官より開催のごあいさ

つがありました。 

◆厚生労働省年金局による事業説明～年金制度改正等について～ 

厚生労働省年金局年金課の最上 亮年金制度企画専門官より、2024年財政検証結

果を踏まえた年金制度改正等について下記の説明がありました。 

1.年金制度改正について 

 2024年財政検証結果を踏まえた今後の年金制度改正の議論について 

 全世代型社会保障構築会議 報告書（2022年12月16日）（抜粋） 

 短時間労働者に対する被用者保険の適用拡大の概要 

 被用者保険が適用される個人事業所の非適用業種 

 短時間労働者に対する被用者保険の適用範囲の在り方 

 いわゆる「年収の壁」の概要とポイント 

 「年収の壁」への当面の対応策（「年収の壁・支援強化パッケージ」）概要 

 第3号被保険者制度の在り方について 

 在職老齢年金制度の概要 

 20代から50代に死別した子のない配偶者への遺族厚生年金の見直し 

 加給年金制度の概要 

 国民年金第1号被保険者の育児期間における保険料免除措置について 

 年金部会における議論の進め方（案） 

2.年金広報、年金教育の取組について 

 年金広報、年金教育の取組 

 中高生向け年金教育の推進（新たな教育教材の公開） 

 被用者保険適用拡大の広報（好事例を踏まえた新たな広報コンテンツ） 

 現行の公的年金シミュレーターの概要 
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2024年度「全国年金委員研修」が開催される 

年金委員活動│域型年金委員、職域型年金委員の活動状況報告 



 

◆日本年金機構の事業に関する説明 

日本年金機構の下記事業について、各担当部署より説明がありました。 

（1）被用者保険の適用拡大 

   日本本年金機構（以下同） 厚生年金保険部 厚生年金保険適用・調査グループ  安田 知史グループ長 

1.制度編 

 年金制度の仕組み 

 公的年金とライフコース 

 短時間労働者への被用者保険の適用（2020年年金法改正以前の状況） 

 短時間労働者への被用者保険の適用拡大（2020年年金法改正） 

 被用者保険の適用拡大の意義 

・被用者にふさわしい保障の実現 

・被用者保険の適用拡大のメリット 

・働き方や雇用の選択を歪めない制度の構築 

・短時間被保険者数の推移 

・短時間被保険者の性別・年齢階級別分布 

・適用拡大の労働者への影響について 

・社会保障の機能強化 

・勤労者皆保険（被用者保険の適用拡大） 

2.実践編 

 企業規模要件 

 労働時間要件について 

 賃金要件について 

 学生要件について 

 勤務時間要件は撤廃 ⇒ 一般労働者と同様の基準が適用 

 専門家活用支援事業の活用 

 社会保険適用拡大に関する広報コンテンツ 

 公的年金シミュレーター 

（2）オンラインサービスの推進 

     総合戦略室 オンラインビジネス統括グループ  三浦 誌グループ長 

1.事業所向けオンラインサービス 

 電子申請 

 情報・通知書の電子送付（オンライン事業所年金情報サービス） 

 利用方法 

2.個人向けオンラインサービス 

 記録の確認（ねんきんネット） 

 簡易な電子申請 

 通知書の電子送付 

 利用方法 
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（3）国民年金に係る制度周知 

   国民年金部 国民年金管理グループ 地藤 学グループ長 

1.2023年度公的年金制度全体の状況 

 公的年金加入者の状況 

2.国民年金の加入について 

 技能実習期間中に加入する公的年金 

3.国民年金保険料の納付方法 

 保険料の納付方法について 

4.免除制度 

 免除制度（全額免除） 

 納付猶予制度 

 学生納付特例制度 

5.その他 

 産前産後の保険料免除制度 

 保険料追納制度 

 スマホによる国民年金手続きの電子申請 

（4）在職老齢年金 

   年金給付部 給付企画第1グループ 帳山 昌一グループ長 

1.在職老齢年金の仕組み 

 在職老齢年金の計算方法 

 支給停止期間と支給停止額 

2.在職老齢年金を受けている方の年金額改定 

 在職定時改定 

 退職改定 

3.適用拡大に伴う老齢厚生年金に係る経過措置（2024年10月施行） 

 経過措置の内容 

 経過措置対象者の届出 

（5）扶養親族等申告書の電子申請 

   特定事業部 特定事業管理グループ 川合 隆介グループ長 

 扶養親族等申告書とは 

 2025年分扶養親族等申告書の送付 

 扶養親族等申告書の電子申請のメリット 

 扶養親族等申告書の電信申請方法 

 扶養親族等申告書の電子申請の条件 

 扶養親族等申告書の電子申請の事前準備 

 電子申請の操作方法 
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◆日本年金機構理事長あいさつ 

 研修会の閉会に際して、日本年金機構の大竹和彦理事長からあいさつがあり、

年金委員の方々に対して、日頃の年金制度の周知活動等の労をねぎらう言葉があ

りました。また、被保険者や受給者の方々の信頼を得ることが日本年金機構最大

の使命であり、そのために日本年金機構・年金委員が一丸となって取り組むこと

へのご協力をお願いして11日は閉会しました。 

【11月12日】 

11月12日は、2024年財政検証等に関しての講演と年金委員活動に関する説明が行われました。 

◆講演：「公的年金の財政検証と今後の変化の方向について」 

  大妻女子大学 短期大学部 家政科生活総合ビジネス専攻 玉木 伸介教授 

 玉木教授より、今回の財政検証により、公的年金制度は女性や高齢者の労働参加の拡大により「若返った」

ことが明らかになったとの講話ありました。また、玉木教授は、財政検証では現在の現役世代が将来受給する

年金額の分布推計が行われ、公的年金シミュレーターと併用することで、国民への説明のレベルアップが期待

できる、としました。 
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◆年金委員活動に関する説明 
  日本年金機構 事業推進統括部 管理・市区町村調整グループ 黒川 正崇グループ長 

◆日本年金機構理事あいさつ 

  日本年金機構 草刈 俊彦事業推進部門担当理事 
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